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1は じ め に
住 友金属工業(以 下住金 と略)の 戦後 におけ る投資行動 の特徴は,鉄 鋼一貫
体制の確立 と鉄鋼専業化 にあ った。つま り,戦後 の同社 は,平 炉企 業か ら鉄鋼
一貫企業への転換 と総合金属 素材企 業か ら鉄鋼 専業企業へ の脱皮を同時 に成 し
遂げた。同社 の経営戦略 を戦後 日本経済お よび鉄鋼業の急成長 とい う背景 に位
置づけて捉 えると,次 の ように要約する ことがで きる。
1,戦後復興か ら高度成長へ とい う過渡 ・転換 の時期にあたる第 ユ次 合 理 化
(1951～55年)において,同 社が戦後 に踏み出 した第1歩 ば,小 倉製鋼 の合
併 による製鉄分野へ の進出であった。 これは同社 にとって,の ちの繁2次 合
理化 におけ る本格的 な鉄鋼一貫体制整備の出発点 でもあ った。 しか し,同社
の投資行動 の背後 には製鉄分野 に進出 しよ うとす る積極経営の方針 と,高 炉
進出に対す る危惧か ら戦前 の 「伝統」 を堅持 しよ うとす る保守的な経営理念
との拮抗があ り,結局 ぽ鉄源確保 をめ ぐって同社 は漸進的な戦略を とった。
2.1956年か らの第2次 合理化において,同 社 は積極的 に設備投資 を行 い,本
格的 な鉄鋼 一貫化整備 に乗 り出 した。その背景 には,日 本経済が高度成長 に
入 ったこ とと,そ れ に伴 う鉄鋼大手各社 の設備投資競争の急展開 がある。社
内的 には,設 備拡張競争や生産競争に敗退せぬか とい う危機意識 と,企 業 を
より高次の発展段階 に推 し進 めよ うとい う積極的 な経 営方針 の成熟があ る。
これは同社 におけ る大型 高炉 の建設,LD転 炉 の早期導入お よびス トリップ
・ミルの新設 な ど一連の投資行動 に反映 された。幽また,非 鉄部門の分離 ・独
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立 に よる鉄鋼 専 業 化 も同社 での積極 戦略 確 立 の メル クマ ール で あ る。
3.同 社 の企 業戦 略 の転 換 は,戦 前 か らの 「伝統 堅 持」 の経 営理 念 に決 別 を告
げ る もの であ り,他 方 に お いて は,既 存 鉄 鋼秩 序 一 先発 一 貫3社 の支 配体
制一 に対 す る挑 戦 で もあ った。 つ ま り,積 極 戦 略 の 採用 は,62年 の 設備 自
























































































































































































(出所)現 代 日本産業発達史研究会r現 代日本産業発達史IV鉄 鋼』交詢社:,1969年,463ペー
ジよわ作成。
1)1959年頃から通産省は,鉄 鋼各社の設備投資の過当競争 を避けるため.業 界における設備投資
の自主調整 を促す政策指導を始めた,ま た,八 幡製鉄 をほ じめとする先発3社 は,現 在の生産シ
ェアを基準に設備投資を調整ずる という 「シニア論」 を持 ち出して,後 発企業の急伸長 を抑えよ
うとした。 これに対 して,住 金 ・川鉄2社 はそれぞれ 「ユニッ ト論」 と 「積み上げ論」をもつ/
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を主張 して,先 発各社 ない し通産省 と粗鋼減産 をめ ぐって真 っ向か ら対立 し
た 「住金事件」2)に至 る出発点で もある。 これ は後 日,新 日鉄 の成立 を 迫 っ
た要因 ともな った。 この意味においては,日 本鉄鋼業が50年代末か ら60年代
初頭 にかけて世界第3位 の鉄鋼大国に成長 した8)条件 として,関 西系後発企
業 の ビヘ イ ビアの変化を考慮すべ きことを意味 している。
前 編4)では,第2次 合理化におけ る住友金属工業 の投資行動 をケーススタデ
ィして,同 社の鉄鋼一貫化 の実現過程 を分 析 した。本稿 では,第1次 合理化 も
含めて同社 の投資行動 を支 えた外部条件 と内部要因,つ ま り戦後 日本経済 の発
展 と鉄鋼業の成 長に対応 して,鉄 鋼一貫体制 の整 備過程 におけ る後発企業 の経
営戦 略の形成 と転換 を総括的 に考察す ることにす る。
11漸 進的な製鉄分野進出(1951～55年)
1.戦後鉄鋼業 の再編成
関西系平炉3社 の鉄鋼一貫体制 の整備は,195工年 にスター トした鉄鋼業第1
次合理化5)において端緒 を開いた。発端は川崎製鉄(以 下川鉄 と略)の 千葉 一
貫製鉄所建設 であ り,それ に続 き,住 友金属 は小倉製鋼 を吸収 ・合併 し,神 戸
製鋼(以 下 神鋼 と略).は尼崎製鉄 に資本参加 を して,そ れぞれ製鉄分野への進
＼て,シ ェアは変動的 なものだ と反駁 した。設備の自主調整はある程度行われたが,先 発企業の予
期通 りにはならなか った。
2)「 住金事件」 とは,1965年度の粗鉄減産問題をめ ぐって,住 金が通産省 の指示数量 に反対 し,
それ と正面 から対立 した ことをい う。その背景には住金の生産シェアの急上昇 と大手企業間の競
争激化 とい う事態があった。詳細 な事実関係は,当 事者の 日向方斉のr私 の履歴書』(日 本経済
新 聞社,1987年,ユ00～109ページ),お よび稲山嘉寛の 『私の鉄鍋昭和史』(東 洋経済新報社,
1986年,エ32～134ページ)な ど参照。
3)日 本の鉄鋼生産は粗鋼 ベースで1959年に7ラ ンスを,61年にイギ リスを,そ して63年に西 ドイ
ツをそれぞれ追い越 して,ア メリカ,ソ 連に次 ぐ世界第3位 の鉄鋼大国になった(日 本鉄鋼連盟
『鉄鋼十年史一 昭和33年～42年一 ↓ ユ23ベー ジを参照)。
4)拙 稿 「住友金属工業の第2次 合理化設備投資と新 しい生産体制の成立」r経済論叢』第149巻第
4・5・6号,1992年4・5・6月。
5)第1次 鉄鋼業合理化は当初工951年～53年の3年 間であったが,そ の後継続工事を含めてδ5年ま
での5ケ 年計画を指すようになった1,その内容は,製 品品質の改善,コ ス トの引 き下げを主 目的
として圧延設備の近代化静 心に行われたものである(大 橋周治執筆r商 工政策史 第17巻 鉄
鋼業』通商産業研究社,工970年,493ページ を参照)。
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出 を図 った6⊃。 そ の背 景 に は,平 炉 企 業 で あ った 当時 の 関西3社:が,鉄 源 確 保
を緊急 課 題 とせ ざ るを得 ない 事情 が あ った。
敗戦 ま での 日本 鉄 鋼業 の鉄 源供 給体 制 は次 の よ うに な ってい た。 戦 時 中 の鉄
鋼 業 で ぽ,日 本 製 鉄 とい う国策 会社 を除 けば,民 間 の 高炉 企 業 は 日本 鋼 管,中
山製鋼や小倉製鋼 な どわずか数社に過 ぎなかった。一般の平炉企 業は 日本製鉄
か ら安定的かつ廉価 な銑鉄供給 を受 け,そ れ に外国か らの輸入屑鉄 を配合 して
粗鋼生産 を行 っていた。鋼材生産 の面においては,一 貫企 業 と平炉 ・単純圧延
(単圧)企 業 とが半 々の比重 を もつ とい う生 産構造 になっていた7)。
こうした生産構造は,戦 後 の 日鉄解体 によって完全に崩れた。 日鉄 は 「過度
経済力集中排 除法」 を適 用され,1950年4月に八幡 と富士 とに二分 されて民営
化 を余儀なくされ,こ れ まで 日鉄の銑鉄供給 に依存 して きた平炉企 業 も両社の
競 争相手 とな ったわけである。他方,ド ッジ政策の実施以来,政 府 に よる銑鉄
の補給金 が減廃に向か う(表2)と 同時 に,戦 後復興 に よる世界的 な製鉄原料
の不足 が 日本への屑鉄 の輸入減少 を来 した。 さらに,日 鉄解体後 ま もな く勃発
した朝鮮戦争への中国参戦 によ り,これ まで 日本の鉄鋼生産が依存 してきた開
らん炭 の輸入 が途絶 えた。高価 なアメリカ炭使 用とい う原料条件の変化 も一層
銑鉄の高騰 に拍車をかけた。表2を みれば,51年4月に補助金 の廃止 されて以
降,銑 鉄 の消費者価格は朝鮮戦争 の前に比べ3倍 近 くにはね上が っていること
が分か る。 こうした情勢の もとで,平 炉企業ぽ,そ の経 営基盤 を著 しく脅か さ
れ,大 手高炉企業 の傘 下に入 るか,そ れ とも自ら鉄 源の確保に踏み切 るか とい
う岐路 に立た されたのである。
2.小倉合併 による製鉄分野進出
6)川 鉄は1950年11月に500トン高炉2基 を含む総額工63億円の千葉製鉄所建設計画 を発表 した。住
金は52年に日興証券所有株の買収で小倉製鉄と経営提携をはじめ,翌 年7月 にそれ を正式に合併
した。神鋼は54年に尼崎製鉄(株)に資本参加 した。




衷2銑 鉄価 格 と補給 金 の推 移(単 位;ト ン当 た り円,%)












































住 金 は 銑鉄 確 保 の た め,小 倉 製 鋼 を1953年に合 併 した。 小 倉 製鋼 は戦 時 中 の
1939年と42年に高炉2基 を建 設 し,日 産700トンの製 鉄能 力 を もって いた の で,
合 併 に よ って住 金 は あ る程 度 の銑鉄 を確保 で き,銑 鉄 の高 騰 に よ る コス トの上
昇 を免 れ た8)。また,小 倉 合併 は既 存 高 炉 の製 鉄技 術 を修 得 させ,高 炉 企業 の
仲 間 入 りを実 現 させ るチ ャ ンス を同社 に与 えた。 さ らに小 倉 の合 併 に よ って,
同社 は生 産 能 力 を増 大 させ,関 西3社 の 中で鉄 鋼 生 産 が一 番 少 なか った 状況 を
改善 した だ け で な く,小 倉 の棒 鋼 や線 材 な どの製 品 を生 か して,一 般 市 場 品 目
の鋼 材 分野 に進 出 し,営 業 内容 の拡 大 を可能 にす る条 件 を得 た(表3)。
しか し,反 面,小 倉 製鋼 との合 併 は住 金 に とって経 理 負担 の増 大 とな った9)。
しか も,小 倉 の 生 産設 備 は 古 く,特 に高炉 は,合 併当 時 は1基 稼動,1基 休止
8)小 倉製鉄 は同社の製鉄所間の付替価格(帳 簿価格)で 換算する と,ト ン当 りは22,000円であ り,
当時の市価 より約8,000円程度安かった(「社史資料」による)。
9)1952年小倉製鉄の資本金は8億 円であったが,同 年9月 の決算で,手 形20億円,借 入金18億円
もの負債を計上 した。同期住金の負債額はその55v,に過 ぎなかった。ちなみに,小 倉倉併後,そ












































































































出所)日 本鉄鋼連盟 『製鉄業参考資料』各年版 より作成。



































































出所)日 本鉄鋼連盟 『製鉄業参考資料』各年版よ り作成。
とい う状態 にあ り,稼 働中の2号 高炉 も56年に吹 き下 ろす予定 であ った。 この
よ うに,小 倉の銑鉄だけでは とうてい各製鉄所の追加需要 も賄 えず,同 社は引
き続 き他社 か ら銑鉄 を購入す るはか なか った。 また,小 倉銑 を使用す る場合で
も,長 距離送に よ り運賃がか さむばか りでな く,冷銑装入 とい う制約を受 け,
加 えて混銃卒の引 き上 げ も制限 された。表4の 銑鉄 ・屑鉄消費比 をみればわか
るよ うに,鉄 鋼一貫企 業の 日本鋼管 に比べ,住 金 は小倉合併後 銑鉄の消費比率



































小倉合併の際,同 社の積極経 営論者は,「 小倉 で最低限 の銑鉄 自給体 制 を整
え,高 炉操業の技術的経験 を経 てか ら,で きるだけ早い機 会に和歌山の鋳鋼一
貫体 制に乗 り出そ う」 とい う一貫化の2段 階構想 をもっていたユ5)。それ が具体
化 したのは,第2次 合理化開始後の56年末 に発表 した同社 の 「長期設備計画」
(表5)で ある。 同計画は,和 歌 山の既存製鉄所 に新 しい一貫工場 を建設す る
ことを中心 とす るものであ り,計画金額は第1次 合理化の実質投資 の6倍 近 く
になった。 こうした同社 の大規模 な投資行動 を促 したのは,鉄 鋼大手各社間 に
繰 り広げ られ た設備投資競 争の急展開 であ る。
表6に み るように,日 本の鉄鋼生産量は戦後い くつかの時期 を経て,第1次
合理化実施中の53年にすでに戦前の最高水準 を超 えていた。その後,朝 鮮 ブー
ムの反動不況 と世界的な景気低迷 があったが,54年後 半か ら国内諸産業の設備
投資や耐久消費財 な どの需要 が漸次増大 して きた。 さらに55年以降は神武景気
の出現によ り,鋼材 の国内需要 も海外輸出 も急 テンポの伸長 を示 し,供 給 をは
るかに上回 った。そのため,鉄 鋼業 は速やかな設備拡充 と供給能力の増大 を要
請 された。また景気 の上 昇に伴 う企業収 益の好転,金 融の緩慢化 による金利 の
低下 な どの好条件が生 まれた。 政 府 も それ に対応 して中長期 の経済計画16)を
発表 した。 それ らは,鉄 鋼企業間の設 備投資 に一層拍車 をかけ,大 手各社は
相次いで設備投資計画を発表 し,鉄 鋼業 の第2次 合理化が開始 され た の で あ
工4)小倉合併の詳細については,拙 稿 「第1次 鉄鋼業合理化 に お け る住友金属工業の投資行動」
r京都大学経済論集』第2号,1991年2月を参照されたい。
15)前掲,鈴 木謙一 『住友』,64ペー ジを参照。
16)その典型的なもの として 「経済自立5ヶ 年計画」(経済審議庁,1955年11月)と「長期20カ年計
画」(通&V,19567月)が ある。 これ らの計画は鉄鋼の需給見通 しを立てているので,鉄 鋼

















































































































































尚,和 歌山の製鉄設備 は37年間完成を目標 とする。
出所)「 社史資料」。
る。
住金 の長期設備計画発表は大手各社 の うちで一番遅 れた。それ は小倉併後 の
操 業不 円滑 と経理負担 の増 大が同社内部の慎重論 を再 度台頭 させたか らである。
また,率 先 して高炉 を建設 した川鉄 も当時,技 術的に も資金的に も苦 境に陥 っ
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表6日 本の鉄鋼生産高 の推移 (単位:kt)
時 期 区 分 年 度
戦 時 期 戦 前ピ ー ク
戦 後 の 混 乱 期 1945
ド ッ ジ 政 策 期 1950
朝鮮 動乱期 と再軍備期 19511952
反動不況期 と欧米の低迷期 19531954
輸 出 ブ ー ム 期 1955






















































この ことは 「溶鉱炉なんて政府の仕事」18)とい う戦前的 な経営理念 に 基
づ く高炉無用論 を再燃 させた。その うえ,和 歌山新規一貫工場の建設 自体 も大
きな困難が予想 されていた19)ので,2段 階構想の実現は1年 半ほ どの足踏み を
余儀 な くされ た。
2.建 設 資 金 の確 保 と積 極 戦 略 の 確 立
17)川鉄の新規高炉は,技 術的な諸原因により一時ぽ順調に稼働 しなか った。また,経 済低迷によ
って,川 鉄は後続工事の資金調達に苦 しみつい無配 まで踏み切 った(「証言 高度成長期の 日本
技術革新 の周辺一5一 高炉技術への挑戦 岩村英郎」『エコノミス ト』198ユ年10月6日,お よび
前掲r川 崎製鉄二十五年史』91-92ペー ジ,r千葉製鉄所建設十五年の歩み』25一一26ページ を参
照)。
18)前掲,日 向方斎r私 の履歴書』,82ペー ジ。








第2次 合理化の大がか りな近代化設備投資の特徴の1っ は,自 己資金の少 な
い状 況下 で巨額の外部資金,な かんず く世銀借款 を含む外国資金 を導入 した こ
とであ る2。)。住 金の場合 は,57年3月総資産485億円 とい う経営規模 であ っ た
が,第1次 合理 化の6倍 近 くの大がか りな設備投資 を行 うた め,新 規 一貫製鉄
所 の建設 に外部借入がで きるか どうかがキーポイ ン トになった。特 に日産千 ト
ソ以上 の大型 高炉 を建設す るには膨大 な設備資金 を要す る。同社では同時 に小
倉 の製鉄設備 をは じめその他の合理化投資 もあ り,新規高炉の建設資 金調達 は
全 くめ どがついていなか った。加 えて,同 社の長期計画が発表 された翌年には,
日本経済 は再 び好況 か ら低迷 に向か った。政府 は金融 の引締 め政策を実施 し,
企業 に設 備投資 のス ローダ ウンを要請 した。それは国内での資金調達 を一層難
しくした。局面打開のため,同 社は.世界銀行の借款に活路 を見い出そ うとして
大手各社 の中 で も最 も金額の大 きい(表7)借 款 を世銀に申 し込 んだ。 しか し,
「鍋底不況」 の出現 に より,鉄 鋼市況 は一層不振 に陥 って,同 社 の経営状況 が



















































主 な 対 象 設 備
ホ ッ トス トリップ&コ ー ル ジス トリ ップ・ミル
中径 管設 備




転炉,分 塊,ス トリップ ・ミル
戸畑高炉,転 炉,分 塊
広畑高炉,転 炉,分 塊
中 経管,ス トリップ ・ ミル
厚板設 備
出所)開 銀 『日本開発銀行10年史』および通産省 『鉄鋼業の合理化 とその成果』よ り作成。
20)現代 日本産業発達史研究会寸現代 日本産業発達史n7鉄 鋼』交詢社,1969年,482ページ を
参照。
36(182) 第150巻第2・3号





























































註=住 金,八 幡 富士=当 期純利益:川 鉄=当 期利益;神 鋼=税 引後利益,
出所)住 金=r有価証券報告書』;名・社:社 史。
表9各 社総工事費に占める外部資金


































他社以上 に悪化 した(表8)。 同社は所要資金に占める外部借入の比率 も一 番
高い(表9)だ け に,経 営状況の悪化は膨大 な世銀借款 どころか.そ れ に必要
な国内金融機関か らの融資保証 さえ困難 であ り,和歌 山の建設 計画 は危ぶ まれ
ていた。
同社 内部では,新 規一貫製鉄所 の建設 をめ ぐって積極論 と慎重論 の対立 が世
銀借款 の成立 まで続 いた。積極論 者の 日向方斉(58年現在常務取締役)が ,社
長広 田寿一の支持 を得て,世 銀借款 の交 渉に全面的 に当た り,社 内で も広 田社
長 とと もに長期計画の強 力な推進や経営改善 ・業績 向上 を力説 して,積 極 路線
1950年代住友金属工業の銑鋼一貫企業化過程(183)37
を推 し進 めた2U。結局 は,同 社 に対す る世銀借款は58年7月に調印 され,そ の
成 立に伴い国内金融機関か らの融資に もめ どがついて,和 歌山 の建設資金が確
保 され た。 この ことは同社の経営戦略をめ ぐる意見対立 を最:終的 に転換 させた。
世銀借款 と国内融資の確保22'は,資金面か ら積極経営一 高炉建設 に対す る危
惧 を押 し切 って,大 胆に新規一貫製鉄所の建設 に踏 み切 る一 の方針 を裏付け
たのであ る。
IV鉄 鋼専業企業への脱皮
同社 で の積 極 戦 略 の確 立 は,1959年以 来 の非 鉄部 門 の分 離 ・独 立 か らも看取
され る。
前 述 した よ うに,戦 後 住 金 の主 要 事業基 盤 は戦前 の非 鉄 部 門 か ら鉄 鋼 に移 っ
て い った。 それ に もか か わ らず,同 社 内部 で は従 来 の特 殊 製 品 の多 角 経営 を堅
持 すべ き とい う論 調 が依 然 支配 的 で あ った28》。 その た め,第2次 合 理 化 ま では,
同社 は鉄 鋼部 門以 外 に,伸 銅 ・アル ミ部 門,電 磁 気材 料 部 門 お よび航 空機 器 部
門 とい う非鉄3部 門 を抱 えて,非 鉄 を兼 営す る戦前 型 の事 業構 造 の ま まで あ っ
た。
とこ ろが,第2次 合 理 化 に お け る設 備投 資 の急展 開 の も とで,鉄 鋼 部 門 に総
力 を注 ご うとす る同社 に とって,非 鉄部 門 は重 荷 に な るお それ が あ った。 合理















部 門 との共通性がます ます失われていった。銅 お よびアル ミは耐久消費財市場
向けにな り,投 資財 を主 とする鉄鋼 とは,技 術 ・製品 ・市場 な どの面 において
兼営 の適合性が な くなった。同社総売上に占め る伸銅 ・アル ミ部 門の比重は漸
次低下 し,時 には赤字 に陥 った。 そ こで非鉄部 門 を分離独立 させ ることが不可
避 にな り,1959年には住 金非鉄部門分離 の第1号 として住友軽金属 が発足 した。
続 いて,す で に56年か ら事業部制 をとっていた航空機 器 と磁鋼の両部門 も,そ
れ ぞれ住 友精密工業(1961年)と住 友特殊金属工業(1963年)として独立 した24)。
非鉄部 門の分離は,鉄 鋼一貫体制の確立 に専念す る上 で不可欠の条件 であ っ
たが,同 時 に同社が 「伝統堅持」 とい う従来の経営路線 を脱却 して,戦 後独立
企業 としてのあ り方 を確立す るプロセスにほかな らなか った。つま り,非 鉄部
門 の分離 によって同社は,戦 前 ・戦時中の軍需製品 を独 占的 に生産 していた閉
鎖性,言 い換 えれば旧財 閥的な企業体質か ら脱却 して,鉄 鋼専業企業 として市
場 競争に参入す る企業体質 を初 めて確立 しえたわけである。 この意味 で,同 社
は1950年代末期 か ら60年代 の初期 にかけて,は じめて戦後 の独立企業 としての
あ り方 を整 え,先 発鉄鋼一貫企業 と同一の条件 で競争す る ことになった といえ
よう。以上の よ うな意味において,「 漸進主義」 か ら 「積極経営」への戦略転
換 は,同 社の戦後成長の大 きな分岐点 として位置づけ られ るべ きである。
Vむ す び
これ までみ て きた よ うに,住 金 は 戦後 にお い て,鉄 鋼 一 貫 化 と鉄 鋼 専 業化 と
に よ って積 極 経 営 の企業 戦 略 を確 立 した。 と ころ で,後 発企 業 の 銑鋼 一 貫体 制
の整 備 は,あ くまで も製 品 の生 産 ・販売 競 争 に対応 す る もので,生 産体 制 が成
立 して も確 実 な営業 基 盤 が な くては 先発 各社 に対 抗 しえ な い。 この意 味 で は,
同 社 の一 貫体 制確 立 が,い かな る販 売政 策 の展 開 につ なが り,と くに鋼 板 とい
う新 製品 の拡 販 はい か に行 われ たの か は,独 自に研究 され なけれ ば な らない。
別 の機 会 にそれ を検 討 してみ た い。
24)前掲,『住友金属工業最近十年史』1967年,27～28ページを参照。
